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１－１．住宅の耐震化の現状と目標 

 

 

 

 

 

１－２．住宅の内訳 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１－３．現在の取り組み 

○木造住宅への無料耐震診断（一定条件の戸建木造住宅）、

耐震診断・耐震改修補助を実施。 

○耐震診断・改修補助の補助事業を優先的に受けられる

「耐震バンク」を独自に開始している。 

○府内でもトップクラスの補助実績となっている。 

（平成23年度耐震改修補助40戸は政令市を除くと高

槻市に次いで２番目の実績） 

 

１—４．評価と課題 

 

 

 

 

 

１－５．今後の取り組み方針 

○耐震バンク登録者の着実な耐震診断・耐震改修への誘導を行う。 

○防災セミナーなどを通じて「耐震化の意志がない人」を「耐震化の意志がある人」へ誘導する。 

○繰り返し啓発を行うことで、耐震化への意識をそらさない工夫を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

これまでの取り組みにより耐震化は当初計画以上に 

進んでいる（当初推計値 76％→現在予測 80％） 

さらに、木造戸建住宅のスピードアップ 

4100 戸が必要 

H19 年 
総戸数   約 72.9 千戸 

耐震性あり 約 52.3 千戸 

耐震性なし 約 20.6 千戸 

耐震化率 約 72％ 

H24 年 
総戸数   約 74.9 千戸 

耐震性あり 約 59.1 千戸 

耐震性なし 約 15.8 千戸 

耐震化率 約 79％ 

H29 年（予測） 
総戸数   約 79.4 千戸 

耐震性あり 約 67.4 千戸 

耐震性なし 約 12.0 千戸 

耐震化率 約 85％ 

H29 年（目標） 
総戸数   約 79.4 千戸

耐震性あり 約 71.5 千戸

耐震性なし 約 7.9 千戸

耐震化率 約 90％

これまでの取り組みの継続により 

耐震化率 90％ 

目標達成が見込める 

《補助の拡充》 

○無料耐震診断 

○耐震診断補助（診断費用の 9/10） 

○改修設計補助（100 千円/戸：設計費用の7/10）

○改修工事補助（700 又は900 千円/戸：収入分位による）

《独自の施策》 

○耐震バンク（岸和田市独自施策） 

これまでの登録者 474 人（延べ人数） 

耐震診断待ち：138 人 

耐震改修待ち：158 人 

○重点的な地域への取り組み強化 

○リフォームから耐震改修への誘導強化 

○地域耐震技術者の育成 

○相談体制の充実（技術者ネットワークの構築） 

○耐震バンク待機者の早期解消 

○申請手続きの合理化 

○補助要件の緩和・対象の拡充 

（耐震シェルターへの補助、耐震ベッドの普及）

官民連携による取り組み 行政の支援強化

木造戸建 

H29 年（予測） 
総戸数   約 42.1 千戸 
耐震性あり 約 33.8 千戸 
耐震性なし 約 8.3 千戸 

耐震化率 約 80％ 

共同住宅等 

H29 年（予測） 
総戸数   約 37.3 千戸 
耐震性あり 約 33.6 千戸 
耐震性なし 約 3.7 千戸 

耐震化率 約 90％ 

耐震化の意志が

ない人 

耐震化の意志が 

ある人 

耐震 

改修 

防災セミナー他啓発活動 
耐震バンクへの登録誘導 

耐震バンク登録者の啓発 

補助の拡充・迅速化など 

スピードアップ

ボトムアップ

耐震 

診断 

時間が経つと意識が薄れる 
→持続させる取組みが必要 

改修への動機づけ
（費用・安心感）

取り組みのイメージ

《評価》補助拡充やセミナーなどによる耐震化への誘導は一定の効果 
○市広報での周知や防災セミナーの開催、「耐震バンク」への登録など、診断への誘導の仕組みは構築。
○補助の拡充により、その活用戸数も増加傾向にある。当初想定より、耐震化率は上回る数値で推移。 

《課題》耐震改修を検討する際の課題 
○施工業者や内容が適正かどうかなどの不安の声

が聞かれる。 
○経済的、物理的に耐震化が困難な方への対応がで

きていない。

《課題》耐震化への切迫性が薄れる可能性 
○防災セミナーに参加しても、一時的な関心で終わ

ってしまうことへの懸念。 
○耐震化への意志があり耐震バンクへは登録した

が、その意志の希薄化への懸念。

5,653 4,842 3,708 3,708

28,163
83.3%

29,821
86.0%

33,589
90.1%

33,589
90.1%

24,146
61.8%

29,483
73.3%

33,816
80.2%

37,928
90.0%

14,924
10,720

8,326
4,214

0

10000

20000

30000

40000

50000

60000

70000

80000

平成19年度

（2007年度）

当初

平成24年度

（2012年度）

現状

平成29年度

（2017年度）

トレンド

平成29年度

（2017年度）

目標

住宅総数

72,886戸
住宅総数

74,866戸
住宅総数

79,439戸
住宅総数

79,439戸

4,112

木
造
戸
建
住
宅

耐震化率

耐震性を

満たす住宅

90％以上目標

（約71.5千戸）

住宅総数

（約79.4千戸）

耐震改修及び建替

促進で耐震化を図

る必要のある住宅

（約4.1千戸）

共
同
住
宅
等

これまでの継続

で耐震化率

90％を達成

H29年度の

耐震化率は

80％止まり

※共同住宅等：非木造戸建、長屋、共同住宅等

耐震性を

満たす

耐震性が

不十分

耐震性を

満たす

耐震性が

不十分



岸和田市住宅・建築物耐震改修促進計画 中間検証 概要版 
 

２－１．特定建築物の耐震化の現状と目標 

平成 19 年度当初に比較し、24 棟が建替え若しくは耐震改修により、耐震化が図られた。 

特定建築物の現在の耐震化率は 88.7％と推定される。 

これまでの取り組みを継続することにより耐震化率 90％目標達成が見込める。 

 

 

 

 

 

 平成 19 年耐震改修促進計画 平成 24 年中間検証 

棟 数 割 合（％） 棟 数 割 合（％）

特定建築物（民間）総数 590 - 597  

 耐震性を満たす 499 84.6 528 88.4 

 耐震性が不十分 91 15.4 69 11.6 

 

２－２．現在の取り組み 

耐震診断に対し、診断費用の 3 分の 2 の補助（1,333 千円を限度とする）を行っている。 

（但し、上限 1,333 千円の対象建物は、学校、病院及び老人ホーム等に限り、その他の特定建築物は、1,000

千円を上限とする。） 

 

２－３．評価と課題 

アンケート調査により、耐震化への取り組みについて進行管理を行っているが、未診断の建築物が一定残っ

ている。今後もアンケート調査などを通じて、耐震性のない建築物への耐震改修の実施、未診断の建築物への

耐震診断の推進を啓発する必要がある。 

また、平成 25 年度には耐震改修促進法を改正して、一定の特定建築物に対し、耐震診断を義務化する方針

が出されている。大阪府の見直しに合わせて本市の計画変更が必要か検討が必要である。 

 

２－４．今後の取り組み方針 

特定建築物における耐震化目標 90％の達成に向け、さらなる耐震化の推進のために、啓発及び推進を図る。 

 

 

 

 

 

 

３－１．市有建築物の耐震化の現状 

岸和田市住宅・建築物耐震改修促進計画では、市有建築物のうち特定建築物 154 棟について、耐震化率

90％を目標に耐震化に取り組んでいる。また、本市の耐震診断・改修の推進方針を計画するにあたって、学

校教育施設については、教育委員会が作成する耐震化計画により行い、促進計画ではその計画内容との整合を

図りつつ、学校教育施設以外の施設についても、耐震化の必要性が高い災害応急対策活動に必要な施設から順

次耐震診断を実施し、現状の把握に努めている。 

耐震診断等の結果を受け、耐震改修の緊急性、用途、経済的効果等を考慮し、災害時に安全を確保すべき建

築物の分類を基に耐震化を推進している。そのうち、Ⅰ類である災害応急対策活動に必要な施設については、

非特定建築物についても耐震化の対象とし、その他の特定建築物とあわせて、平成 23 年度に「岸和田市市有

建築物耐震化実施計画」として耐震化の目標及び年次計画の具体的な内容を定め、計画的かつ効果的な耐震化

の推進を図っている。また、Ⅱ類である学校教育施設についても、平成 20 年度に「岸和田市学校教育施設耐

震化計画」において、非特定建築物も対象に耐震化を進めている。 

■災害時に安全を確保すべき建築物（Ⅰ・Ⅱ・Ⅲ類抜粋）            平成 25 年３月現在 

 棟 数 
（Ａ） 

新耐震 
基準の 
建築物 
（Ｂ） 

旧耐震 
基準の 
建築物 
（Ｃ） 

 耐震性の
ある建築物
（Ｅ＝ 
Ｂ＋Ｄ）

耐震化 
率 
（Ｆ＝ 
Ｅ／Ａ）

耐震性を
満たす建
築物（Ｄ）

Ⅰ類

災
害
応
急
対
策
活
動
に

必
要
な
施
設 

災害応急対策の指揮、情報収集活動等を行う施設 13 7 6 0 7 53.8 

救護施設 9 7 2 0 7 77.8 

避難所として位置づけられた施設（学校以外） 27 12 15 4 16 59.3 

災害時要援護者のための施設 16 4 12 7 11 48.3 

合 計 65 30 35 11 41 63.1 

Ⅱ類 学校教育施設 248 81 167 142 223 89.9 

Ⅲ類 多数の者が利用する施設 26 11 15 1 12 46.2 

合   計 339 122 217 154 276 81.4 

 

３－２．取り組み方針 

 

 

 

 

 

※岸和田市市有建築物耐震化実施計画については、「市有建築物耐震改修等推進委員会」において 1 年ごとに見直しを行い、 

計画的かつ効果的な耐震化を推進する。 

※耐震改修が困難な市庁舎については、「庁舎建替庁内検討委員会」が発足し建替えに向けた検討を行っている。 

アンケートを通じた耐震化啓発・耐震化の進行管理 

特定建築物の耐震診断義務化への対応 

H19 年 

耐震化率 

約 84.6％ 

H24 年 

耐震化率 

約 88.7％ 

H29 年（目標） 

耐震化率 

約 90％ 

平成 29 年度末に「耐震化検討施設」 
の耐震化率 90％以上

Ⅰ類建築物（災害応急対策活動に必要な施設） 

Ⅲ類特定建築物（多数の物が利用する施設） 

「岸和田市市有建築物耐震化実施計画」 

に基づき耐震化を推進 

Ⅱ類建築物（学校教育施設） 

「岸和田市学校教育施設耐震化計画」 

に基づき耐震化を推進 

平成 29 年度末に「学校教育施設」
の耐震化率 100％ 


